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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 当社は第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結累計期

間及び前連結会計年度の経営指標等については記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループにおけるＴＤＣネクスト株式会社の重要性が増したため、連結

の範囲に含めております。 

  

回次 
第63期 

第３四半期 
連結累計期間 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日

売上高 (千円) 14,858,791 

経常利益 (千円) 1,057,230 

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 632,052 

四半期包括利益 (千円) 629,138 

純資産額 (千円) 7,807,287 

総資産額 (千円) 11,320,283 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 104.95 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

(円) － 

自己資本比率 (％) 69.0 
 

回次 
第63期 

第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 38.21 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行

っておりません。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の景気は、輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみられるもの

の、緩やかな回復を続けております。また、企業収益が明確な改善を続けるなかで、設備投資は緩やかな増加基調

にあり、情報システム投資は堅調に推移しております。 

このような環境のなかで、当社は、平成25年４月から平成28年３月における中期経営計画『For the NEXT 

STAGE』のもと、「お客様から最も信頼されるパートナー企業の実現」を目指し、お客様の繁栄への寄与に努めてお

ります。また、お客様の経営課題に一緒に取り組むパートナー型ビジネス及びサービス提供型のソリューション型

ビジネスの提案力強化を重点施策として取り組み、事業の拡大を図っております。 

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は 14,858百万円、営業利益は 1,037百万円、経常利益は 

1,057百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は 632百万円となりました。 
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(2) 経営成績の分析  

 売上高 

 売上高の分野別の内訳は次のとおりであります。 

＜アプリケーション開発分野(金融)＞ 

アプリケーション開発分野(金融)は、銀行業、クレジット業、保険業などの金融業向けに業務アプリケーシ

ョン開発の提供を行っております。当第３四半期連結累計期間は、銀行業や保険業などの金融業向けの大型シ

ステム開発案件が堅調に推移しており、売上高は 8,824百万円となりました。 

＜アプリケーション開発分野(法人)＞ 

アプリケーション開発分野(法人)は、製造業、エネルギー業、流通業、サービス業などの法人や公共向けに

業務アプリケーション開発の提供を行っております。当第３四半期連結累計期間は、製造業、エネルギー業向

けの開発案件等に取り組んだ結果、売上高は 2,425百万円となりました。 

＜ソリューション分野（インフラ・ネットワーク）＞ 

ソリューション分野(インフラ・ネットワーク)は、ITインフラの環境設計、構築、運用支援、ネットワーク

製品開発、ネットワークインテグレーション等の提供を行っております。当第３四半期連結累計期間は、通信

業向けや官庁向けのITインフラ構築案件等に取り組んだ結果、売上高は 2,503百万円となりました。 

＜ソリューション分野（パッケージ等）＞ 

ソリューション分野(パッケージ等)は、「Trustpro」、「HANDyTRUSt」等のクラウドサービスやBI/DWH、

ERP/CRMに関連するソリューションの提供を行っております。当第３四半期連結累計期間は、「Trustpro」に関

連する案件やBI、ERPに関連する案件等に取り組んだ結果、売上高は 1,106百万円となりました。 

(単位：百万円) 

なお、第１四半期連結会計期間から売上高の分野別の計数集計区分を変更しております。 

また、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行

っておりません。 

  

 

分野 

当第３四半期連結累計期間 

金額 構成比 

アプリケーション開発分野(金融) 8,824 59.4% 

アプリケーション開発分野(法人) 2,425 16.3% 

ソリューション分野（インフラ・ネットワーク） 2,503 16.9% 

ソリューション分野（パッケージ等） 1,106 7.4% 

合計 14,858 100.0% 
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(3) 財政状態の分析 

① 流動資産 

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は 9,517百万円となりました。 

その主な内訳は、現金及び預金 5,334百万円、受取手形及び売掛金 2,891百万円、仕掛品 666百万円であり

ます。 

② 固定資産 

当第３四半期連結会計期間末の固定資産は 1,802百万円となりました。 

その主な内訳は、投資有価証券 1,031百万円、差入保証金 404百万円、有形固定資産 155百万円、無形固定

資産 128百万円であります。 

③ 流動負債 

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は 3,308百万円となりました。 

その主な内訳は、未払費用 911百万円、短期借入金 820百万円、買掛金 775百万円であります。 

④ 固定負債 

当第３四半期連結会計期間末の固定負債は 204百万円となりました。 

その主な内訳は、長期未払費用 90百万円、資産除去債務 48百万円、長期未払金 32百万円であります。 

⑤ 純資産 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は 7,807百万円となりました。 

その主な内訳は、利益剰余金 5,989百万円であります。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は 37百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 6,278,400 6,278,400 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株 
であります。 

計 6,278,400 6,278,400 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年12月31日 ― 6,278,400 ― 970,400 ― 242,600 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成27年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 400株含まれており、

当該株式に係る議決権 ４個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 89株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成27年12月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  255,700

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,001,200 60,008 ― 

単元未満株式 普通株式   21,500 ― 一単元（100株）未満株式 

発行済株式総数 6,278,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 60,008 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
ＴＤＣソフトウェアエン
ジニアリング株式会社 

東京都渋谷区代々木 
三丁目22番７号 

255,700 ― 255,700 4.1 

計 ― 255,700 ― 255,700 4.1 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりません。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 5,334,047 

    受取手形及び売掛金 2,891,731 

    仕掛品 666,036 

    繰延税金資産 502,502 

    その他 123,213 

    流動資産合計 9,517,531 

  固定資産   

    有形固定資産 155,002 

    無形固定資産 128,705 

    投資その他の資産   

      投資有価証券 1,031,119 

      関係会社株式 37,280 

      関係会社出資金 0 

      差入保証金 404,002 

      その他 57,393 

      貸倒引当金 △10,752 

      投資その他の資産合計 1,519,043 

    固定資産合計 1,802,751 

  資産合計 11,320,283 

負債の部   

  流動負債   

    買掛金 775,870 

    短期借入金 820,000 

    未払金 172,954 

    未払費用 911,670 

    未払法人税等 199,788 

    役員賞与引当金 59,475 

    資産除去債務 1,100 

    その他 367,542 

    流動負債合計 3,308,401 

  固定負債   

    長期未払金 32,908 

    長期未払費用 90,498 

    リース債務 1,045 

    資産除去債務 48,952 

    繰延税金負債 31,188 

    固定負債合計 204,594 

  負債合計 3,512,995 
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                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 970,400 

    資本剰余金 820,450 

    利益剰余金 5,989,675 

    自己株式 △223,010 

    株主資本合計 7,557,515 

  その他の包括利益累計額   

    その他有価証券評価差額金 249,772 

    その他の包括利益累計額合計 249,772 

  純資産合計 7,807,287 

負債純資産合計 11,320,283 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 14,858,791 

売上原価 11,978,023 

売上総利益 2,880,768 

販売費及び一般管理費 1,842,805 

営業利益 1,037,963 

営業外収益   

  受取利息 639 

  受取配当金 23,580 

  保険配当金 1,869 

  その他 3,309 

  営業外収益合計 29,400 

営業外費用   

  支払利息 3,036 

  投資有価証券評価損 5,450 

  その他 1,646 

  営業外費用合計 10,132 

経常利益 1,057,230 

税金等調整前四半期純利益 1,057,230 

法人税等 425,177 

四半期純利益 632,052 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 632,052 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 632,052 

その他の包括利益   

  その他有価証券評価差額金 △2,914 

  その他の包括利益合計 △2,914 

四半期包括利益 629,138 

（内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 629,138 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

(追加情報) 

    (四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

  当社グループは、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項は以下のとおりです。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(１) 連結子会社の数及び名称 

      連結子会社の数   １社 

      連結子会社の名称  ＴＤＣネクスト株式会社 

(２) 非連結子会社の名称 

      天津ＴＤＣ軟件技術有限公司 

      （連結の範囲から除いた理由） 

  非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、四半期純利益及び利益剰余金等は、四半期連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２ 持分法に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

      天津ＴＤＣ軟件技術有限公司 

      （持分法を適用しない理由） 

  持分法を適用しない非連結子会社は、四半期純利益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いて

も四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

      連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日  至 平成27年12月31日) 

（連結の範囲の重要な変更） 

第１四半期連結会計期間より、ＴＤＣネクスト株式会社の重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。 
 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日  至 平成27年12月31日) 

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
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４ 会計処理基準に関する事項 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  ① 子会社株式及び関連会社株式 

      移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

      時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時価法によっております。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しております。 

      時価のないもの 

  移動平均法による原価法によっております。 

(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品‥‥個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(３) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産(リース資産を除く) 

  定率法によっております。なお、耐用年数は、建物が３～15年、工具、器具及び備品が５～20年でありま

す。 

  また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。 

  ② 無形固定資産(リース資産を除く) 

 自社利用ソフトウェアについて、社内における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法によっております。 

  ③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  

(４) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個々に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 役員賞与引当金 

  取締役賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

  

(５) 重要な収益及び費用の計上基準 

    受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準 

  第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事

進行基準を適用し、その他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用することとしております。なお、

工事進行基準を適用するプロジェクトの第３四半期連結会計期間末における進捗度の見積りは原価比例法によ

ることとしております。なお、第３四半期連結累計期間においては、工事進行基準を適用するプロジェクトの

発生はありません。 

  

(６) その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(四半期連結損益計算書関係) 

 ※ 売上高の季節的変動 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日  至 平成27年12月31日) 

当社は、官公庁や企業のシステム開発を主たる業務としており、得意先の期末（多くは３月）に納期が集中する

傾向が顕著であります。このため、売上高は第４四半期連結会計期間に偏重する傾向があります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日) 

  

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

  
  
  

減価償却費 66,962千円   

      
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 168,635 28 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

当社グループは、開発から運用・管理までの一貫したシステム開発サービス及びシステム製品の販売等を一体と

するシステム開発事業を営んでおり、当社グループにおけるセグメントは「システム開発」のみの単一セグメント

であるため、記載を省略しております。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日) 

  
  

１株当たり四半期純利益金額 104円95銭   

（算定上の基礎）     

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 632,052   

普通株主に帰属しない金額(千円) ―   

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 632,052   

普通株式の期中平均株式数(株) 6,022,673   
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成28年２月８日

ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＤＣソフトウ

ェアエンジニアリング株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成27年10月１日から平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社及び連結子会社の

平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  
 

有限責任監査法人 トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    安 藤  武      印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    中 島 達 弥     印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年２月10日 

【会社名】 ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社 

【英訳名】 TDC SOFTWARE ENGINEERING Inc.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 谷 上 俊 二  

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 岩 田  伸  

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長谷上俊二及び取締役管理本部長岩田伸は、当社の第63期第３四半期（自  平成27年10月１日  

至  平成27年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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